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研究成果の概要（和文）：本研究では，東日本大震災後から現在までの3年間において，実際に福島県を旅行で訪れた
回数と，放射能漏れ事故がなかった場合を想定した仮想的な状況下での訪問回数を用い，風評被害により失われた旅行
便益の計測を行った．便益計測の推計において必要となる旅行需要関数の推定のために，オンサイトサンプリングの影
響を考慮したポアソン逆正規回帰モデルを，変量効果モデルの枠組みへと拡張したポアソン逆正規変量効果モデルを提
案した．その推定結果から，福島県の過去3年における失われた旅行便益は，約3.745兆円であることが分かった．

研究成果の概要（英文）：Our study measures the recreational benefits lost due to the economic damage 
caused by harmful rumors spread over the three-year period from the Great East Japan Earthquake (the 
Earthquake) until the present. We analyzed revealed preference (RP) data on the number of actual visits 
to Fukushima Prefecture and stated preference (SP) data on the number of visits that would have occurred 
under the hypothetical condition that the radiation accident had not occurred. In order to estimate the 
demand function, we consider a Poisson-inverse-Gaussian regression model with correction for on-site 
sampling and expand it into the random effect model framework, which is called the 
Poisson-inverse-Gaussian random effect model. Our results show that Fukushima Prefecture lost 
approximately ¥3.745 trillion of recreational benefits over the past three years.

研究分野： 環境経済

キーワード： 風評被害　観光便益　ポアソン逆正規変量効果モデル
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１．研究開始当初の背景 
 東京電力は 2012 年 10 月 18 日，風評被害
の賠償対象に福島を除く東北 5 県の観光業者
も加え，昨年 3 月 11 日から今年 2 月 29 日ま
での間，観光客の減少で失われた利益の 5 割
を賠償すると発表した．しかし，今後も風評
被害による観光関連の逸失利益は多額にな
ると予想されることからも，失われた便益を
正確に把握しておく必要があると言える．ま
た，既存の観光地を巡る一般的な観光と震災
後に急増した復興ツーリズムとでは，性質・
内容共に全く異なるものである．そこで，本
研究では，一般の観光を対象とし，風評被害
により失われた観光の経済的便益をより精
緻に把握することで，震災復興に寄与する政
策提言を試みた． 
 
２．研究の目的 
本研究の主目的は，観光の側面から東北地

方の早期復興に寄与する政策提言を行うこ
とにある． 
本研究の第一の目的は，東日本大震災によ

り被災した東北地方の風評被害により失わ
れた自然体験型観光の便益を計測すること
にある．東日本大震災において，津波による
被害を受けた地域は太平洋岸に位置し，震災
後において東北地方の観光入込客数は大き
く減少している．その理由は，福島第一原子
力発電所の放射能漏れ事故による風評被害
によるものが大きい．一般的に風評とは，「世
間の評判，噂」のことを指し，風評被害とは
「風評によって，売り上げ減などの被害を受
けること」と定義されている（広辞苑第 5 版）．
これを観光に置き換えると，当該地域に観光
に行こうと思った旅行者が，事実とは異なる
報道や噂（例えば，観光地の自然環境の質の
悪化など）に影響され，観光旅行を控えるこ
とにより観光地の経済にマイナスの影響を
及ぼす，ということである．しかし，そのよ
うな報道や噂が人々の行動へ与える影響の
度合いは，それぞれの人間の心理状態に因る
ところが大きく，もしそのような報道や噂が
なく自然環境の悪化が事実ではなかった場
合に，当該地域への旅行訪問回数がどれほど
であったのか真の値を知ることは不可能で
ある．これは，実際の訪問回数と自宅から当
該地までの距離から導かれる旅行費用が反
比例する関係を用い，旅行需要関数を導出す
る旅行費用法（Travel Cost Method; TCM）を
用いる際に大きな影響を及ぼす．特に，福島
第一原発事故後の放射能に関する報道のよ
うに、センセーショナルな報道が大々的に行
われた後では，福島県を訪問していない人も
サンプリング対象とした場合，放射能漏れ事
故が起こらなかった状況を想定した訪問回
数に大きな影響を与え，観光被害額を過大評
価してしまう可能性が高い．そこで，環境質
の変化が便益に与える影響を評価すること
が可能な仮想的旅行費用法（Hypothetical 
Travel Cost Method; HTCM）を応用することで，

放射能漏れがなかった場合の仮想的な旅行
需要関数を推定し実際の旅行需要関数との
差を比較することで，風評被害により失われ
た東北地方の観光便益を推計する． 
本研究の第二の目的は，Narukawa and 

Nohara(2011)1)のセミパラメトリックカウン
トデータモデルを改良した新たな手法を応
用することで，従来の研究より精緻な需要関
数の推定を行うことである．そこで，上記の
第一の目的を達成し実証研究を行うために，
インターネット調査を利用した疑似オンサ
イトサンプリングを行うことでデータの収
集を行う． 
 
３．研究の方法 
研究の第一段階として，HTCM を用いた風

評被害により失われた東北地方の観光便益
の計測を行うため，インターネット調査の実
施および分析を行った．仮想的な質問の回答
にかかるバイアスの影響を最小限にとどめ
るための一つの手段として，実際に当該地域
を訪れたことがある人のみを分析対象とす
ることが考えられる．なぜなら，実際に当該
地域に訪れた経験が，仮想的な質問における
行動を考慮する際のベンチマークになるた
めである．このことは，福島県の訪問回数（顕
示選好（Revealed Preferencea; RP）データ）と，
仮想的な状況を想定した場合の福島県への
訪問回数（表明選好（Stated Preference; SP）
データ）の組み合わせにより分析を行うとい
うことであり，TCM と仮想行動（Contingent 
Behavior; CB）を組み合わせた仮説的旅行費
用法（Hypothetical Travel Cost Method; HTCM）
を用いることが望ましい． 
また，実際の訪問回数と風評被害がなかっ

た場合の仮想的な訪問回数を質問すること
で，RP データと SP データを組み合わせた
HTCM を応用し，風評被害により失われた観
光便益の推計を行った．元来，伝統的な TCM
を用いてあるサイトの環境質の変化による，
消費者余剰（Consumer's Surplus; CS）の変化
分を推定するのは困難だった．なぜなら，あ
るサイトへの訪問者が享受する環境質は，例
えば大気汚染や水質汚濁などの科学的指標
のように全ての個人において均一であり，個
人間で変動するような環境指標は，あるサイ
トの環境質が個人の活動に与える間接的な
影響（例えば水質汚濁が漁獲率に与える影響
など）でなければ測ることができないためで
ある．しかし，漁獲率のように，環境質の間
接的な影響で環境指標を代替したとしても，
個人のスキルを分離することは非常に困難
である．しかし，RP と SP を融合することに
より，仮想的な環境質の下での支払意思額，
訪問サイトの選択や特定サイトへの訪問回
数を尋ねることで，異なる環境質間での便益
計測が可能となる（Whitehead et al. (2000)2））． 

次に，本研究では新たなカウントデータ
モデルの分析手法としてポアソン逆正規変
量効果モデルを提案した．TCM を用いた実証



分析を行う際，往々にして扱われるのがオン
サイトサンプリングによって収集されるカ
ウントデータである．オンサイトサンプリン
グとは当該サイトにおいてデータを収集す
ることであり，このようにして収集されたカ
ウントデータの統計的分析を行う上で注意
しなければならないのが，Shaw (1988)3)によ
って指摘されている「切断されたデータ
（truncation）」と「内生的層別性（endogenous 
stratification）」である．サンプリングにおけ
るこれら 2 点の特性を無視してしまうと，統
計的分析に望ましくない影響を及ぼすこと
が知られており，Shaw (1988)はカウントデー
タの標準的な分析方法であるポアソン回帰
モデルにおいてこれらの問題を修正した推
定法を提案している．ただし，本研究で対象
と し て い る 訪 問 回 数 デ ー タ で は ，
overdispersion と呼ばれる平均よりも分散の
方が大きくなる現象が頻繁に生じることが
知られており，Englin and Shonkwiler (1995)4)

は，この性質を捉えることのできる，負の 2
項回帰モデルにおいてオンサイトサンプリ
ング修正を施した推定法を提案しており，1
変数（単変量）のオンサイトカウントデータ
を用いた TCM における主要な方法となって
いる．しかしながら，Guo and Trivedi (2002)5)

や Sarker and Surry (2004)6)，Cameron and 
Trivedi (2013)7)で議論されているように，負の
2項回帰モデルで捉えられる overdispersionに
は限界があるため，訪問回数データがいわゆ
る「長い（厚い）裾」を持つような分布であ
る， 強い overdispersion が存在しうる場合に
は，従来のポアソン回帰モデルや負の 2 項回
帰モデルでは不十分であり，必ずしも信頼で
きる統計的推測が行えるとは限らない．また，
より柔軟に overdispersion に対応できる，セミ
パラメトリックなモデリングによる推定法
が Gurmu et al. (1999)8)で提案されており，
Narukawa and Nohara (2011)では，オンサイト
サンプリングされたデータに適用できるよ
う拡張されているが，数値計算が非常に煩雑
になってしまい，多変量やパネルデータへの
拡張を念頭に置くと，実用性には難点がある． 

一 方 ， ポ ア ソ ン 逆 正 規
（Poisson-Inverse-Gaussian; PIG）回帰モデル
は，保険データの分析を目的として，Willmot 
(1987)9) や Dean et al.(1989)10) によって，
overdispersion を描写するパラメータ数は同
じであっても負の 2 項回帰モデルよりもより
裾の厚いカウントデータを捉えられ，かつ，
比較的扱いやすいパラメトリックモデルと
して考案されており，Guo and Trivedi (2002)
は特許データの分析へと応用している．本研
究では，オンサイトサンプリングによる訪問
回数データを扱うために，前述の既存研究と
同様に Shaw (1988)の修正を加える方法を採
用した，PIG 回帰モデルに基づく推定法を構
築した．さらに，観測された訪問回数データ
と仮想的な訪問回数データを組み合わせた
分析を行うために，Beaumais and Appere 

(2010)11)が Hausman et al.(1984)12)によって提
案されたポアソンガンマ変量効果モデルの
枠組みで行っているように，擬似パネルデー
タとして扱える変量効果モデルへの拡張を
行った．PIG 回帰モデルに関して，このよう
な拡張を明示的に提案している既存研究は
見られず，この点も本研究の大きな特色であ
ると考えられる． 
以上を踏まえて，本研究では，過去 3 年間

において実際に福島県に旅行した経験があ
る人のみを抽出し，実際の過去 3 年間におけ
る福島への訪問回数と，放射能漏れ事故が起
こらなかった場合の仮想的な訪問回数を尋
ねることで，どれほど風評被害により旅行便
益が失われたのかを，PIG 変量効果モデルを
用いて推計することを目的としており，この
点において既存の研究では見られない重要
な貢献であると言えよう． 

 
４．研究成果 
 震災前後において福島県へ観光旅行をし
た人，しなかった人，震災前後のどちらか一
方のみに訪問した人など，全てのケースを対
象として震災の復興状況に関する調査を行
い，主成分分析を行った結果，被災地以外の
国民は地域基盤や防災対策，土地利用，人材
確保，保険・医療，雇用，教育，文化・スポ
ーツ，防犯・安全，企業支援，農耕地整備，
漁港整備，観光地復旧，商業活動再開支援，
インフラ整備，電力復旧，再エネの促進など，
計 17 項目にわたり震災による復興はある程
度進んでいると認識していることが分かっ
た． 
また，東日本大震災後から現在までの 3 年

間において，実際に福島県を旅行で訪れた回
数（RP データ）と，放射能漏れ事故がなか
った場合を想定した仮想的な状況下での訪
問回数（SP データ）を用い，風評被害により
失われた旅行便益の計測を行った．便益計測
の推計において必要となる旅行需要関数の
推定のために，オンサイトサンプリングの影
響を考慮したポアソン逆正規回帰モデルを，
変量効果モデルの枠組みへと拡張したポア
ソン逆正規変量効果モデルを提案した．その
推定結果から，福島県の過去 3 年における失
われた旅行便益は，約 3.745 兆円であること
が分かった．震災後の風評被害により失われ
た便益を推計した先行研究が存在しないた
め，直接この値の妥当性を比較・検討するこ
とはできない．しかし，日本政策投資銀行に
よると，2011 年 4 月の時点で福島県における
福島第一原発の放射能漏れ事故による様々
な被害を含めない推定資本ストック被害額
が約 3 兆 1300 億円，東京電力の被災者や被
災事業所などに支払った原発事故の損害賠
償額が，震災後 3 年間で総額約 11 兆円に上
っていることなどを考慮すると，本研究の結
果は放射能に対する心理的な要因により多
少の過大評価があることは否めないが，風評
被害が収束しない現状を鑑みても非現実的



な値とは言えないであろう． 
これまで，震災後の被災者以外の人々の復

興状況の認識や，風評被害によりどれほど観
光便益が損なわれたかという観点から，経済
学的に評価を行った研究はなかったことか
ら，本研究により得られた知見は今後の復興
に向けた施策に対し，一定程度の貢献があっ
たものと評価できるだろう．本研究において
は，風評被害により福島県を訪問する回数が
減少した点に着眼し，失われた便益の計測を
行ったため，訪問しなくなった人を対象に含
めていない．今後の展望として，風評被害の
定義から訪問を控えた人のみならず，当該地
を訪問しなくなった人の分まで含めた，包括
的な風評被害による観光の逸失便益計測す
ることが重要となるだろう． 
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